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1 はじめに

2001年の土地改良法改正により水路の改修工事におい

ても環境への配慮が必要となった。木材や自然石を護岸

に利用した水路,保存池などの環境配慮型水利施設の設

置例が増えてきているが,一般に施工・維持管理コス ト

が高い。その
‐方で,農業水路の維持管理が近年困難に

なりつつあり,住民参加型の水路管理組織再編が必要と

なつている '。 今後は, このような環境配慮型水利施設

を地域資源として位置づけ,それをきっかけに住民参加

の方向を探ることになろう。 しかし,その設置に当たつ

ては,農業の施設という性格から,まず現行の農業水路

管理体制において,施工方法や維持管理のあり方につい

て合意形成しておく必要がある。そのため,水路の維持

管理に直接関わる土地改良区と農業者の現状と意向を把

握することが重要と考えられる。本研究では,宮城県の

土地改良区と農業者における農業水路維持管理の実態を

把握するとともに,賦課金や環境配慮型水利施設に対す

る両者の意向を比較し,その差異を明確にする。

2 対象及び方法

土地改良区の調査は2003年 12月 に実施した。宮城県内

の水路維持管理を行っている62土地改良区の理事長あて

に調査票を郵送し,43の有効回答を得た。

農業者の調査は2003年 9月 に実施した。宮城県在住の

大規模土地利用型経営体255名 に調査票を郵送し,108の

有効回答を得た。大規模経営体を対象としたのは,農地

集積により水路管理作業の負担量も大きく,水路管理作

業において中,さ的役害1を担つていると考えられるためで

ある。有効回答者の経営水田面積は平均8 2ha,そのう

ち約 5割が基盤整備済みであつた。

3 結果と考察

(1)土地改良区の管理対象水路と維持管理の問題点

土地改良区が管理するのは主に幹線・支線水路であ

る。それらの維持管理作業は,集落住民,耕作者,業者

等に委託している。水路の維持管理については,農業者

の高齢化や担い手への農地集積による作業人員の減少 ,

財政的に維持管理費の確保が困難などほとんどの土地改

良区が問題を抱えてお り (図 1),約半数の土地改良区

ではすでに維持管理の予算や人員確保が困難になりつつ

あると回答している。
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図1土地改長区における水路撻持管理上の間饉

(2)農業者の維持管理作業実態と経営面積拡大に伴 う負

担増カロ問題

幹線・支線水路は集落共同で,末端水路は個人で維持

管理作業を行 う。作業は主に春先の浚渫と夏場の草刈で

あり,回答者一人当たりの作業時間は年間平均で浚渫 14

8時間,草刈610時間である。作業受託や借地による経

営面積拡大の意向が多い一方で,水路の維持管理作業負

担増加や,近年の米価下落を理由に (図 2),面積拡大

しない (ま たは出来ない)農業者が約 4割にのぼる。
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図2晨 業者が受籠面積を拡大しない理由    相数回告

(3)賦課金に対する意向

農業者 (正確には土地改良区組合員≒耕作者)は ,毎

年土地改良区に賦課金を納めている。経常・特別賦課金
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の合計金額は米生産費の約 1割になり,近年の米価下落
により負担感が増大している。

一方,土地改良区において経常賦課金は恒常的経費 (運

営費及び維持管理費)の財源である。しかし,行政から
の補助を加えても恒常的経費のカバー率は約 9害1に とど

まっている。

作業受委託や賃貸借の形で農地集積が進む中で,賦課
金は土地所有者,受託者・借 り手のどちらが負担すべき
かについては,経常,特別とも土地改良区と農業者の意
向に違いがみられる (表 1)。 受委託の場合,農業者は

経常,特別とも「両者負担Jの考えが土地改良区よりも
多い。賃貸借の場合は,経常について土地改良区は「借
り手負担」が多数を占めるのに対し,農業者の意見は分
かれている。特別については,農業者は「土地所有者 J
とする割合が土地改良区よりも高い。

賦課金は土地改良法 3条資格者すなわち耕作者に負担

義務がある。これは 「耕作者=土地所有者」を想定した

1)のであり,受委託や賃貸借によって 「耕作者≠土地所

有者」が進む現在,賦課金の負担者について改めて明確
なルールを作る必要があると考えられる。

(4)環境配慮型水利施設の維持管理に対する意向

生物保全や景観面で工夫 された環境配慮型水利施設

は,維持管理コス トが高いため,設置に伴つて農業者の

負担が増すことが予想される。このような施設の維持管

理に対しては,土地改良区,農業者とも,農業者への労
力的・経済的負担の増加は避けるべきとしている (表

2)。 これは,現状がすでに維持管理が困難になりつつ

あるためと考えられる。ただし経済的負担については農

業者の方が受け入れる考えがやや多い。またこのような

水利施設の管理には,地域の環境を守るという観点から

地域住民等の作業参加を両者とも希望している。やはり

環境配慮型水利施設は単なる農業施設ではなく,環境学

習や学校教育などの活用を通じて地域資源として位置づ

け,維持管理への地域住民等の参加を促すことが必要と

考えられる。そのためには,地域住民等の意向把握と合

意形成が今後の課題となる。

4 まとめ

農業水路維持管理について,土地改良区と農業者 (大

規模経営体)の意向を比較した。維持管理の財源である

賦課金は誰が負担すべきかは,農地集積が進むなかで両

者の意向に違いがみられた。環境配慮型水利施設の維持

管理は,農業者への労力的・経済的負担増はさけるべき
という意見で一致した。このような施設の管理には,地
域の環境を守るという観点から地域住民等の作業参加を

両者とも希望しており,地域住民等の意向把握と合意形

成が今後の課題となる。
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